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Ⅰ 高速実験炉「常陽」の概要
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夏海湖

大洗研究所 （ 高速実験炉「常陽」 ）
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高速実験炉「常陽」の概要

中間
熱交換器

1次系ナトリウム
原子炉容器

1次主循環 

ポンプ

主冷却機

2次主循環
ポンプ

2次系ナトリウム

主要仕様

熱出力 100MW（10万kW）（空気冷却）

冷却材 ナトリウム （2ループ）

燃 料 ウラン・プルトニウム混合
 酸化物燃料（MOX燃料）

炉 心     直径：約78cm 高さ：約50cm 炉心構成

制御棒

照射試験用集合体

遮へい集合体

反射体（ステンレス鋼）

外側炉心燃料集合体

内側炉心燃料集合体

後備炉停止制御棒

 燃料・材料の照射試験を行う実験炉

 発電設備は無い
原子炉で発生した熱は最終的に空気で冷却

 「常陽」で照射試験を行った燃料や材料の
分析を行う施設（照射後試験施設）が隣接

ナトリウム系統図

送風機により
ナトリウムを
空気で冷却

350℃

456℃

440℃

320℃
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参考：発電所との規模の比較

東海第二発電所
沸騰水型軽水炉

大飯発電所
加圧水型軽水炉

運転開始 1978年11月
1991年12月

(3号機)

1993年2月

（４号機）

定格電気出力
（万kW）

110.0 118.0

定格熱出力
（万kW） 329.3 342.3

炉心全ウラン量
(プルトニウムを含む)

（ton）
約 130 約 91 

「常陽」
ナトリウム冷却型高速炉

1977年4月

発電設備は無い

10

約 0.8 
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ナトリウム冷却高速炉の特徴
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 高速中性子（エネルギーの高い中性子）を利用

 冷却材に液体金属（ナトリウム）を使用

 液体ナトリウムの自然循環による熱の除去が可能（自然に冷える）

液体ナトリウムの使用

・比重、粘性は水と大きな差はなく、
流れ的には水とほぼ同等

・熱伝導率は水の約100倍
  効率的な除熱が可能

・中性子を減速しないため
 高いエネルギーの中性子が利用可能

・沸点が高く、高温での運転が可能
（効率的に熱を取出せる：高い熱効率）
大気圧と同程度の圧力で運転可能

* 使用済燃料の中に含まれる長期間にわたって高い放射能をもつアメリシウム、ネプツニウムなどの元素

高速中性子の利用

・高速中性子は、軽水炉での核分裂
に利用する中性子よりエネルギーが
高く、様々な用途での利用が可能

238U 239Pu
高速中性子

核分裂しにくい
ウラン

核分裂する
プルトニウム

マイナーアクチノイド*
の原子核

高速中性子 核分裂

自然循環による安全性

・ナトリウムは自然循環（温度差による
対流）が発生し易いため、電源が
失なわれても原子炉の自然冷却が
可能

燃料（Pu-239）が自然に増加

放射性廃棄物の有害度が低下

吸収
冷却器を高所に置き、ナトリウムの温度差
によって発生する密度差だけで循環

空気冷却器
（放熱）高温側の

ナトリウム

低温側

熱交換器

自然
循環

原
子
炉

沸点:883℃
融点：98℃
比重：0.97

ナトリウムの液滴



II 新規制基準を踏まえた主な安全対策
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試験研究炉

内部溢水に対する考慮

自然現象に対する考慮

火災に対する考慮

電源の信頼性

その他の設備の性能

耐震・耐津波性能

＜新規制基準＞

発電用原子炉

新規制基準の概要 ー 発電用原子炉との比較 ー

試験研究炉に対して、意図的な航空機衝突等への対策は求められていないが、
発電用原子炉の基準を一部取り入れた対策を取る。

多量の放射性物質等を
放出する事故の
拡大の防止

Beyond Design Basis Accident



地盤改良

原子炉の停止や監視を
行うシステムの多重化

多量の放射性物質等を放出する事故対策機能の強化
事故時の炉心冷却、溶融した燃料の保持・冷却

ナトリウム配管等の耐震補強

原子炉停止機能
の強化

飛来物対策
（竜巻対策）

火災対策
（ケーブル難燃化・隔離）

建物補強
（火山対策・耐震補強）

新規制基準適合に向けた対応 ー 主な対策工事 ー

多量の放射性物質を
放出する事故を超える

事象への対策

原子炉建物／原子炉付属建物主冷却機建物 10

新増設等計画
対象設備



項 目 主な内容 対応措置

地盤
・敷地には将来活動する可能性のある断層等がない

・評価対象施設の地盤は十分な支持性能を有する

主冷却機建物の
地盤改良

地盤改良方法は事前に試験施工を行い
改良体を造成できることを確認

地震

基準地震動
・合計7ケースの基準地震動を策定

水平成分（最大） ： 973 ガル
鉛直成分（最大） ： 591 ガル ナトリウム配管等

の耐震補強
耐震重要度
分類

・「研究炉の耐震重要度の考え方」に基づき、構築物、系統、
機器の耐震重要度分類を決定（リスクの程度を考慮）

津波

・丘陵地帯の台地（海水面から35～40m）に位置するため、
津波により重大な影響を受けるおそれがない

※ 評価用の津波高さ ： 海水面から17.8 m

敷地に津波が到達
しないため不要

外部事象
（自然現象他）

・以下を想定した措置を行う

- 竜巻 最大風速 : 100 m/s
- 火山灰 層厚 : 50 cm
- 外部火災（森林火災等）

・竜巻飛来物対策

・火山灰流入防止対策

・防火帯の設置

新規制基準適合に向けた対応 ー 概要 （1/2） ー

※従来の設計 ： 350 ガル
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項 目 主な内容 対応措置

火災

一般火災
・火災の「発生防止」、「感知・消火」、
「影響軽減」の措置を行う

・重要ケーブルの難燃化

・火災感知器の多様化、
ハロン消火設備の追加等

ナトリウム火災

・ナトリウム漏えいの防止

・漏えいしたナトリウムと
 床面のコンクリートの接触防止

・ナトリウム配管の耐震補強等
（配管を支える防振器の交換・追加）

・鋼製の鉄板（床ライナ）等の
ナトリウム漏えい発生時の対策強化

多量の放射性物質等
を放出する事故

  BDBA
    Beyond Design Basis Accident

・炉心が損傷する可能性がある事故
を抽出し、炉心の損傷を防止する
 有効な対策を講じる。

・炉心損傷防止対策に期待せず、
 損傷燃料等を格納容器内に
閉じ込める有効な対策を講じる。

・大型航空機の衝突（油火災）
＋ 大規模ナトリウム火災

  を想定し、資機材等を整備

・炉心の損傷を防止する措置
（原子炉停止機能の強化）

・格納容器の破損を防止する措置
（原子炉冷却機能の強化）

・放射性物質の放出を抑制する措置
（カバーシート、放水砲等）
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新規制基準適合に向けた対応 ー 概要 （2/2） ー



地盤に対する安全対策 ー 地盤改良 ー

主冷却機建物周辺の地盤改良

主冷却機建物

出典：新技術情報データベースNeTIDaに加筆

ロッド

噴射装置

ガイドホール

削孔機

固化材
圧縮空気

地盤改良手順

①削孔 ②施工仕様確認・開始 ③造成 ④造成完了

固化材を高圧で噴射し、地盤を切削しながら、固化材を混合し、攪拌して、
強固な造成体を作ることで地盤を改良（高圧噴射攪拌工法）

出典：Googleマップに加筆

主冷却機建物の東・西側の地盤を改良
（ で示した領域 ）
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地震に対する安全対策

ナトリウム配管の耐震補強

14

防振器を改造

ナトリウム配管

１次系ナトリウム配管支持装置
従来の設置数 896台
交換   229台
追加   51台

２次系ナトリウム配管支持装置
従来の設置数 519台
交換   130台
追加   20台

・地震時にナトリウム配管を支える装置（配管支持装置）の交換、追加

例 ： ばね防振器 → より防振力の高いメカニカル防振器



一般火災

【感知・消火】

【発生防止（燃焼防止）、影響軽減※】 【発生防止】

※ 多重化されたそれぞれの系統が、火災で同時に機能を失うことなく、原子炉を安全に停止できるよう設計。

①発生防止、②感知・消火、③影響軽減
の３方策を適切に組合せる

実用炉の審査知見も反映し、対策を強化

・火災により安全性が損なわれることを防止するため、
3方策（①発生防止、②感知・消火、③影響軽減）を全て適用

・ナトリウム配管の耐震補強により、火災発生防止を強化

【影響軽減※】

ナトリウム配管下の受樋

特殊化学消火剤
によるナトリウム消火

 ナトリウム配管等の耐震補強

 １次系ナトリウム配管は二重管
（間隙：窒素ガス）

 1次系ナトリウムの機器・配管がある区画は
窒素ガスを充填

 ２次系ナトリウムの漏えいにより、水素が
蓄積する区画に、窒素ガス供給設備を追加

 鋼製の鉄板（床ライナ）・受樋
（ナトリウムとコンクリートの接触防止）

 耐火壁・隔壁により系統を分離※

 ナトリウム漏えい検出器
中央制御室で監視

 特殊化学消火剤、防護服、
     携帯用空気ボンベ等を増設・配備

 系統分離※

ケーブル敷設経路の変更
耐火壁・隔壁や耐火シートの敷設

 感知器の多様化、増設

 早期感知のための光ファイバー敷設

 消火設備・消火器を増設

 重要ケーブルの難燃化

 可燃物及び発火性・引火性物質
の管理強化

【感知・消火】

火災に対する安全対策（1/2)

15

ナトリウム火災



一般火災に対する火災防護対策例

発生防止

・乾式トランス

変圧器、遮断機は、
絶縁油等を使用しない
ことにより、火災の発生
を防止

防災監視盤

中央制御室に設置

火災感知器の発報を早期に確認

感知及び消火

ハロン消火設備 可搬式消火器

16

火災に対する安全対策（2/2）



原子炉停止系統の強化 － 原子炉を停止するバックアップシステムの設置 －

・ 制御棒（主炉停止系）が作動しない場合のバックアップ制御棒（後備炉停止制御棒）を独立して設置

・ 制御棒と後備炉停止制御棒は、物理的・電気的に分離し、同時に機能を失わない設計

・ 後備炉停止制御棒のみで、原子炉を停止することが可能

バックアップ制御棒（後備炉停止制御棒）

主炉停止系
４式独立に設置

後備炉停止系
２式独立に設置

①

②

③

④

⑤
制御棒（主炉停止系） 4本

後備炉停止制御棒 2本

電磁石電源 「切」 信号の多重化

① ： 電磁石電源スイッチ「切」

②③： 論理回路（二重）
設定値を超える信号を検出

すると、緊急停止信号を発信

④ ： 中央制御室外原子炉停止盤
手動スイッチ「切」

⑤ ： 後備炉停止系用論理回路

制御棒保持
電磁石

電磁石電源

制御棒保持
電磁石

電磁石電源

17

中央制御室が使えない場合に、原子炉を停止・監視するシステム

火災等により中央制御室が使用できない場合に、原子炉を停止・監視するため、
中央制御室外原子炉停止盤を中央制御室とは別の場所に設置



＜参考＞ 制御棒の概要
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・ 制御棒は、原子炉容器上部に
 設置された蓋（回転プラグ）から
電磁石により吊り下げられている

・ 制御棒を吊り下げている装置に
はスプリングが内蔵されている

・ 電磁石が切れると、制御棒は
スプリング及び自重により
炉心に挿入される

異常を検知した際に、電磁石の
電源を確実に切ることにより、

制御棒を炉心に挿入し、原子炉
を停止することが可能



炉心の変更 ー 後備炉停止制御棒の追加、燃料集合体の削減 ー

MK-Ⅱ炉心（S57～H12） MK-Ⅲ炉心（H15～H19） MK-Ⅳ炉心

熱出力 （MW） 100 140 100

最大過剰反応度 （Δk/k） 0.055 0.045 0.035

燃料集合体装荷体数 （最大） 67 体 85 体 79 体

核分裂性U／Pu装荷量 （最大） 約250 kg 約270 kg 約250 kg

制御棒構成 主：6本 主：6本 主：4本／後備：2本

冷却材温度（原子炉入口／出口） 370／500 ℃ 350／500 ℃ 350／456 ℃
１次系冷却材流量 （ton/h） 1,086 1,350 1,350

・後備炉停止系の設置、燃料集合体の最大装荷体数の削減により、安全余裕を拡大

・照射試験に必要な照射性能（中性子の量）を踏まえ、熱出力は100MW

・燃料集合体などの炉心構成要素の仕様・構造等に変更なし

炉心変更の概要
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多量の放射性物質等を放出する事故（BDBA）の想定

炉心

原子炉容器

制御棒
後備炉停止制御棒

中間熱交換器 空気冷却機

• 複数の要因が重なった、極めて厳しい事故を想定

• 炉心の損傷、格納容器の破損を防止するための対策設備を設置

安全容器：内部に黒鉛を装填 （融点 3500 ℃以上）

容器の外面を、窒素ガスで冷却

格納容器

ポンプ ポンプ

20

2次系
ナトリウム

1次系
ナトリウム

＜事故の例＞

Beyond Design Basis Accident

①
1次系ナトリウムの流量が減少

＋
原子炉の停止（制御棒の挿入）にも失敗

②
出力が異常に上昇

＋
原子炉の停止（制御棒の挿入）にも失敗

③

１次系ナトリウムの配管（内管＋外管）が
両方とも破損し、ナトリウムが漏えい、
液位が低下して、ナトリウムを循環させる
ことができなくなる

④
2次系ナトリウムの配管で漏えいが発生

＋
1次系ナトリウムの補助モータが停止

⑤
全ての交流電源の喪失
（外部電源を喪失＋非常用発電機も起動しない）

（Station Blackout （SBO））

⑥
1体の燃料集合体の破損が拡大し、
次々に破損



多量の放射性物質等を放出する事故の例 炉心の損傷を防止する措置 格納容器の破損を防止する措置

①
1次系ナトリウムの流量が減少

＋
原子炉の停止（制御棒の挿入）にも失敗 ・制御棒を確実に挿入するための対策

後備炉停止系用論理回路等の追加

・損傷した燃料を原子炉容器内で冷却保持

補助モータによる1次系ナトリウム

ポンプの運転

②
出力が異常に上昇

＋
原子炉の停止（制御棒の挿入）にも失敗

③
１次系ナトリウムの配管（内管＋外管）が両方とも
破損し、ナトリウムが漏えい、液位が低下して、

ナトリウムを循環させることができなくなる

・別のシステムで炉心を冷却

補助冷却系による炉心の冷却

窒素ガスによる炉心の冷却

・安全容器による損傷燃料の冷却・保持

・ナトリウム蒸気による原子炉容器の

圧力上昇防止対策の追加

      ラプチャディスク （ 圧力を逃がす ）
ヒートシンク材 （ ﾅﾄﾘｳﾑ蒸気を冷却 ）④

2次系ナトリウムの配管で漏えいが発生
＋

1次系ナトリウムの補助モータが停止

・ナトリウムの自然循環による炉心の冷却

（漏えいしていない系統）

⑤
全ての交流電源の喪失

（外部電源を喪失＋非常用発電機も起動しない）

・ナトリウムの自然循環による炉心の冷却
（ 2系統での自然循環 ）

・ナトリウムの自然循環による炉心の冷却
（ １系統での自然循環 ）

⑥ 1体の燃料集合体の破損が拡大し、次々に破損
・燃料破損の検出

・原子炉停止

・損傷した燃料を原子炉容器内で冷却保持

補助モータによる1次系ナトリウム

ポンプの運転

多量の放射性物質等を放出する事故への対策
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＜参考＞ 多量の放射性物質等を放出する事故グループ

UTOP 過出力時原子炉停止機能喪失

運転中の制御棒の異常な引抜き
＋ 原子炉緊急停止信号発信失敗

運転中の制御棒の異常な引抜き
＋ 制御棒挿入動作失敗

LF 局所的燃料破損

冷却材流路の閉塞（千鳥格子状）

LORL
原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失

安全容器内配管の内管破損 ＋ 外管破損

１次主冷却系配管の内管破損 ＋ 外管破損

１次補助冷却系配管の内管破損 ＋ 外管破損

ULOHS 除熱源喪失時原子炉停止機能喪失

２次主循環ポンプ停止
＋ 原子炉緊急停止信号発信失敗

２次主循環ポンプ停止 ＋ 制御棒挿入動作失敗

２次冷却材漏えい
＋ 原子炉緊急停止信号発信失敗

PLOHS 崩壊熱除去機能喪失

外部電源喪失 ＋ １次主冷却系の強制循環冷却失敗
 ＋ 補助冷却系による強制循環冷却失敗

２次冷却材漏えい
＋ １次主冷却系の強制循環冷却失敗

 ＋ 補助冷却系による強制循環冷却失敗

SBO 全交流動力電源喪失による強制循環冷却機能喪失

外部電源喪失 ＋ ディーゼル発電機起動失敗

ULOF 炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失

外部電源喪失
＋ 原子炉緊急停止信号発信失敗

外部電源喪失 ＋ 制御棒挿入動作失敗

１次主循環ポンプ軸固着
＋ 原子炉緊急停止信号発信失敗

異常な出力上昇 ＋ 制御棒挿入失敗

燃料集合体の流路閉塞による破損

ナトリウム漏えいによる炉心の露出
（1次系ナトリウム配管の内・外管が破損）

ナトリウム（１次系）の流量喪失
＋ 制御棒挿入失敗

２次系の除熱機能の喪失
＋ 制御棒挿入失敗

多重化された崩壊熱除去の機能の喪失

常用電源・非常用電源の喪失

安全容器原子炉容器

炉心

制御棒

主中間熱交換器 空気冷却機

１次系
ナトリウム

２次系
ナトリウム

ポンプ ポンプ

原子炉停止機能喪失型 崩壊熱除去機能喪失型

局所的燃料破損型
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多量の放射性物質等を放出する事故の拡大防止 ー 対策の有効性の例 ー

格納容器の破損を防止する対策の有効性評価の概要

• 溶融した燃料が凝集して臨界となった場合でも、

原子炉容器等の健全性は保たれる

• 原子炉容器内に堆積した溶融燃料は、
 １次系ナトリウムにより安定に冷却、保持される

• 原子炉容器内のナトリウムは格納容器床上
（空気雰囲気）に噴出しない

• 230kgのナトリウムが噴出したと仮定し、全量が燃焼
したとしても、格納容器の健全性は維持される

• 水素濃度は燃焼限界濃度（4vol%）を下回る

• 格納容器外へのセシウム-137の総放出量 

： 0.33 TBq※1以下 （100 TBq ※2 を十分下回る）

溶融燃料は

原子炉容器内に保持

原子炉容器

あえてナトリウムの

噴出を仮定

ナトリウム燃焼が生じても

格納容器の健全性は維持

炉心の損傷を防止する対策 （後備炉停止制御棒の挿入）
に失敗し、炉心が著しく損傷した場合を想定

有効性評価結果の概要

格納容器の頑健性を確認するため、
あえてナトリウム噴出を想定し、影響を評価

※1 事故時の放出量はこの評価値が最大値
※2 実用発電用原子炉の有効性評価に関する審査ガイドにおける基準値 23

1次主冷却系による
溶融燃料の冷却

格納容器の仕様：直径28m、高さ54m、 厚さ 側面・下面 25～27㎜、上部12㎜

溶融した燃料の閉じ込め

格納容器の健全性維持、水素爆轟の防止

放射性物質の放出低減



多量の放射性物質等を放出する事故を超える事象への対策

外部への放射性物質等の放出抑制対策 大規模な火災の消火活動

仮設カバーシートを
格納容器の上部に敷設

仮設放水設備を用いて
夏海湖の水を格納容器の風下で放水

泡
消
火
薬
剤

貯
蔵
容
器

仮設放水設備

送水

油火災の場合は、仮設放水設備に
泡消火用のアタッチメントを接続し、消火

ナトリウム火災
特殊化学消火剤、乾燥砂を
遠隔で散布して消火

乾燥砂

泡
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今後の予定

• 新増設等に該当する安全対策工事のご了解を頂いた後、

安全確保を第一に、工事を進めてまいります。

なお、耐震補強、地盤改良等、原子炉の運転に関わらず安全確保に必要な

工事には既に着手しております。

• 運転再開に向けて、事故時の対応訓練等に取り組んで

まいります。

• 「常陽」の運転再開は、２０２６年度半ばを予定しております。

• 運転再開後は、実証炉の研究開発、医療用ラジオアイソトープ

の製造実証等を進めてまいります。
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